税務署から否認されない
交際費処理のポイント
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企業にとって交際費とは、得意先や商談中の相手に対して贈答をしたり、飲食や観劇等に招いたりすることで、得意先との関係を深め販路をより強固にしたり、販路を拡大することを目的とする支出です。
通常、交際費の支出は営業経費（売上げを得るために通常必要な経費）そのものであり、企業会計でも「販売費及び一般管理費」に属する勘定科目として認識されています。しかし、税務では損金不算入として取り扱われているため、会計と税務で決定的な取り扱いの相違がみられます。なぜ税務において損金算入が制限されているのでしょうが。
主な目的は次の3つであると考えられています。

（１）交際費等の損金不算入制度の概要
企業が支出する交際費については、原則として全額が損金不算入とされています（租税特別措置法６１条の４）。ただし、資本金の額が１億円以下の中小企業については「定額控除限度額」までの金額について、例外的に損金算入が認められています。
この定額控除限度額は年間800万円以下とされており、800万円を超えた金額については、全額が損金不算入となります。言い方を変えると、中小企業は毎年、最大で800万円を損金算入することが可能であり、800万円を超える場合には、一律800万円までが損金算入できることになります。
【図表１】中小法人における交際費の控除限度額


このような規定ぶりであるため、交際費に関する税務上の問題の多くは、交際費とは何か、または、ある特定の支出について、それが税務上の交際費に該当するか、といったことに集約されます。
（２）接待飲食費の５０％の損金算入措置
平成26年度税制改正では「接待飲食費の５０％損金算入措置」が創設されました。これは、２年間の期間限定ですが、全ての法人について、交際費のうち接待飲食費に該当する部分を、支出した金額の50％まで損金算入できるようにするというものです（平成２６年４月１日以降開始の事業年度から適用）。これにより、一律損金不算入とされてきた資本金１億円超の法人等でも、条件付きで交際費を損金算入できることになりました。
【図表２】平成２６年度改正を反映した交際費等制度のイメージ図
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（経済産業省『経済産業関係平成26年度税制改正について』を参考に作成）
接待の相手が自社の役員や従業員のような、いわゆる〝社内接待費〟については50％損金算入の対象外となります。
また、50%損金算入の適用を受けるためには、以下の４項目を帳簿書類にきちんと記載していなければなりません。
■帳簿書類に記載の必要な項目

（３）交際費の処理
①資本金1億円超の中～大企業
　従来より「一人あたり5,000円以下の接待飲食費」については全額を損金算入することが認められており、この規定は引き続き存続しています。
そこで、特に接待飲食費の50％損金算入の活用余地が大きい資本金１億円超の中～大法人では、下表のように会計上の接待交際費科目の区分け分類をすることが求められるでしょう。
	①
	一人あたり5,000円以下の接待飲食費
	社外飲食費として全額損金算入

	②
	一人あたり5,000円超の接待飲食費
	50％損金算入

	③
	帳簿書類への記載要件を満たしていない接待飲食費
	全額損金不算入

	④
	社内飲食費
	全額損金不算入

	⑤
	飲食費以外の交際費等
	全額損金不算入

	⑥
	交際費等とならない支出金額
	全額損金算入


②資本金1億円以下の中小企業
　従来より800万円までの定額控除が認められていますが、「接待飲食費の50％損金算入措置」の創設により、いずれかを選択適用することになります。
ただ、実際のところ、中小企業において年間1,600万円超もの接待飲食費が生じることは極めて稀なケースと考えられますので、中～大企業のような接待飲食費の区分けは、ほぼ不要と考えられます。
■接待飲食費50％相当額の損金算入と定額控除限度額までの損金算入との比較

①接待飲食費の額が年1,600万円を超える場合（損金算入額：Ⓐ＞Ⓑ）
②接待飲食費の額が年1,600万円以下の場合（損金算入額：Ⓐ≦Ⓑ）
（３）交際費に該当するか否かの判断
交際費に該当するかどうかの判定は、事実認定による部分が多く、かつ企業にとっても必要不可欠な経費であることから、「損金不算入制度」の創設以来、税務調査の典型的な否認事項になり、不服審査や訴訟の場でもしばしば争われてきました。
企業が行った支出が交際費に該当するかどうかについて、裁判所では以下のそれぞれの要件を満たすかどうかにより判断する、という見解を示しています（東京高判平成１５年９月９日判決）。
■交際費の３要件


交際費に該当するがどうかの判断は、前述した「交際費の３要件」に該当するか否かを、事実に即して個別に検証することにより行います。ただ、全ての支出について１から１０まで個別検証することは困難ですので、税法（租税特別措置法）の中で交際費となるもの、ならないものを明らかにしています。
（１）交際費から除かれる費用
以下に示すような支出は、経営上は交際費としての性質を持っていますが、課税の対象となる交際費からは除かれます（措法61の４③，措令37の５）。

これらは、それが通常要する費用である限り、いわゆる福利厚生費と考えることもできるものであり、交際費とすることが適当でないので、除外されています。

これらは、お盆や年末などに得意先等へ贈答する品物の購入費用であり、本来ならば交際費となるべき支出です。しかし、少額なものについてまで損金不算入の対象とすることは適当でないので除外されています。
なお、「その他これに類する物品」とは、①多数の者に配付することを目的とし、②主として広告宣伝的効果を意図する物品で、③その価額が少額であるもの――とされています（措通61の４（１）―20）。

会議に付随して発生する費用は、交際費とはされません。たとえば、会議（来客者との商談、打合せ等も含む）に際して支給されるお茶やお弁当はもちろん、仮に外へ昼食に出たとしても、弁当等と同程度であれば原則として交際費とはみなされません（措通61の４（１）―21）。ただし、たとえ会議に関連して支出するものであっても、会議終了後に場所を変えて開いた懇親会費用などについては交際費とされます。
なお、これらの取扱いは、その１人当たりの金額が5,000円を超える場合であっても適用されます（措通61の４（１）―21（注）２）。
また、製造業者や卸売業者が販売業者を旅行・観劇などに招待し、あわせて新製品の説明、販売技術の研究等の会議を開催した場合、その会議が「会議としての実体を備えていると認められるとき」に限り、「会議に通常要する費用」の範囲内で交際費から除外されます（措通61の４（１）－16）。なお、この「会議に通常要する費用」には、会議に関連しての茶菓費、会議場までの旅費、会議開催地での通常の宿泊費が含まれます。

出版業、放送業においては、接待供応に準ずる取材行為が不可避であり、たとえば製造業における原材料的な意味合いもあることから、通常要する費用に限り損金不算入の範囲から除外されます。

「飲食その他これらに類する行為」には、得意先、仕入先等社外の者に対する接待、供応の際の飲食の他、例えば、得意先、仕入先の行事の開催に際して、その従業員に弁当等の差し入れをした場合も含まれます（措通61の４（１）―15の２）。
ただし、お中元・お歳暮の贈答のように、単なる飲食物の詰め合わせを贈答する行為は、飲食等には含まれません。
また、１人当たり5,000円以下の判定は、飲食等のために要する費用として支出する金額を、参加人数で割った金額により行われます（措令37の５①）。なお、この適用を受けるには、次の事項を記載した書類を保存することが必要です（措法61の４④，措規21の18の４）。
1) その飲食等のあった日
2) その飲食等に参加した得意先、仕入先等の氏名又は名称とその関係
3) その飲食等に参加した者の数
4) その飲食等のために要する費用の金額並びに飲食店、料理店等の名称及びその所在地
（２）交際費に該当する費用
これまでに述べた費用は税法上「交際費から除外されているもの」でしたが、ここから紹介するのは「交際費に該当する費用」です（措通61の４（１）―15（１）～（11））。

これらの式典・祭事のために通常要する費用は、交際費に該当しません。また、神事が終った後のお神酒、お供えをおろしていただく酒宴など、その祭事のために通常要する費用については交際費とされませんが、席を改めて行う宴会費用は交際費とされます。

　これらの取引関係を結ぶために相手方である事業者に対して金銭又は事業用資産を交付する場合の費用は、交際費に該当しません。なお、「事業用資産」とは、相手方が棚卸資産または固定資産として販売・使用することが明らかな物品のことです（措通61の４（１）―４）。

例えば、新築祝として支出する金品は交際費に該当します。一方、天災等にあった得意先に次の災害見舞金を支出した場合には、以下の通り交際費とはされません。
1) 災害を受けた得意先等の取引先に対してその復旧を支援することを目的として災害発生後相当の期間内に行った売掛金等の免除（措通61の４（１）―10の２）。
2) 被災前の取引関係の維持、回復を目的として災害発生後相当の期間内にその取引先に対して行った災害見舞金の支出、事業用資産の供与等（措通61の４（１）―10の３）。
3) 不特定又は多数の被災者を救援するために緊急に行う自社製品等の提供に要する費用（措通61の４（１）―10の４）。
4) 協同組合等がその構成員に支出する災害見舞金等（措通61の４（１）―11）。
5) 特約店等に専属するセールスマン又はその親族等の慶弔、禍福に際し、一定の基準に従い交付する金品の費用（措通61の４（１）―13（３））。
6) その法人の工場内、工事現場等において、その下請企業の従業員等がその業務の遂行に関連して災害を受けたことに伴い、その災害を受けた下請企業の従業員等に対し自己の従業員等に準じて見舞金等を支出するために要した費用（措通61の４（１）―18（１））。

卸売業者が製造業者から受け入れる負担金に相当する金額、すなわちメーカーや卸元からの負担金を除いた実際の負担額が交際費となります。
もっとも、広告宣伝のため一般消費者を対象として旅行、観劇等に招待する場合の費用は交際費に該当しません（措通61の４（１）―９）。

卸売業者が小売業者に対する売上割戻しの支払いに代えて旅行、観劇等に招待する場合、その費用は交際費となります（措通61の４（１）―６）。

いわゆる総会屋等に対する支出金については、その性格に鑑みて、交際費として取り扱われます。

建設施工業者が、高層ビルやマンションの建築に際して、周辺住民の同意を得るために種「対策費」を支出することがあります。このうち、日照被害などに対する損害賠償金の性格を有するものは交際費には該当しませんが、酒食の提供や旅行、観劇等への招待の費用は、原則として交際費に該当します。ただし、住民説明会で飲食物を提供する費用は、一般的な範囲内の金額であれば会議費（措通61の４（１）―21）となります。

スーパーマーケットやデパートなどが既存の商店街へ進出する場合、地元商店を対象にして「対策費」を支出する例は少なくありません。これらは、ビル、マンション等における住民対策費と同様、交際費として取り扱われます。
この場合、既存の商店とスーパーマーケットとは本来自由競争すべきものであるから、既存の商店に対し、将来の売上減少の補てんと称して営業補償金の名目で金銭を支払ったとしても、マンションの建設とは異なり、これらは損害賠償金としては認められず、すべて交際費に含まれます。
なお、スーパーマーケットの進出に際して、地元の地方公共団体に対して寄附金や公共施設整備費の形で金銭を支出する場合には、それが公共性の高い支出金であることから、交際費には含まれません。

これには、観光バスの運転手、車掌などに渡す心付けのようなものが含まれます。なお、製造業者や卸売業者が、自社製品を扱う特約店の従業員に対して、取扱数量、取扱金額に応じて、あらかじめ明らかにされている金品を交付した場合、その費用は交際費とされません。



これまでに解説した通り、交際費には接待、供応、慰安等の性格を有するあらゆる支出、贈答が含まれますが、そのうち①寄附金、②値引き、③割戻し、④広告宣伝費、⑤福利厚生費、⑥給与等の性質を有する費用については、税務上の交際費とはなりません（措通61の４（１）―１）。
ただ、実務上は、これらの費用と交際費との区分が困難である場合も少なくありません。そこで、税務当局は、交際費と類似費用の区分について取り扱い方針を明確にしています。
（1） 寄附金と交際費との区分
寄附金とは、相手方からの見返りなしに金銭などの贈与をすることをいいます。従って、取引先の従業員など、事業に関連のある人に対する金品などの贈与は、一般的には交際費に含まれるべきものです。
一方で、事業に直接関係のない者に対して金銭、物品の贈与をした場合、金銭による贈与は原則として寄附金として取り扱われます。また同様に、次のようなものは交際費に該当しません。
1) 社会事業団体，政治団体に対する拠出金
2) 神社の祭礼等の寄贈金
（2） 売上割戻し等と交際費との区分
①金銭による売上割戻し
企業が得意先に対して支出する売上割戻しの費用は交際費に該当しません。このほか、得意先の営業地域の特殊事情や協力度合いを加味して金銭で支出する割戻し費用についても、その金額は得意先である事業者の収益に計上されるため、売上割戻しに準ずるものとして交際費には該当しないものとされています。
②物品等による売上割戻し
売上割戻し等の算定基準と同一の基準であっても、金銭に代えて物品を交付する場合や、得意先を旅行・観劇等に招待する場合には交際費に該当します。ただし、物品を交付する場合であっても、その物品が得意先の棚卸資産もしくは固定資産（以下、事業用資産）として販売（使用）されることが明らかな場合、又は、その購入単価が少額（おおむね3,000円以下）な物品（以下、少額物品）である場合は、交際費に該当しないとされます。
ここでいう事業用資産以外の物品とは、例えば宝石のように、役員や従業員など個人的に使用されることが明らかな物品を指します。
■少額物品への該当の可否
	ビール券、図書券など
	引換物品の種類が特定されているので、交付枚数次第で少額物品に該当します。

	商品券、お買物券、ギフト券など
	引換物品の種類が特定されていない商品引換券等は一種の金券に当たるものとして、少額物品に該当しません。

	観劇券、宿泊券、旅行券など
	物品ではなく、旅行・観劇等の招待費用がすべて交際費として取り扱われていることからみても、観劇券等は少額物品に該当しません。


③旅行等積立てによる売上割戻し
得意先に対して支出する売上割戻しを一定額に達するまで預り金として積み立て、一定額に達した段階で、その積立額によりその得意先を旅行、観劇等に招待するケースもあります。
このように、はじめから旅行、観劇等の費用に充てるものとして積み立てられる売上割戻し等については、実際に旅行、観劇等に招待した日の属する事業年度で交際費等として支出したものとされます。
なお、実際に旅行、観劇等に招待した際、たまたまこれに参加しなかった得意先に対して預り金等として積立てた金額の全部又は一部を売上割戻し等として金銭で支出した場合においても、その支出をした時の交際費等とされます。
（3） 景品引換券付販売等により得意先に対して交付する景品の費用
景品引換券付販売とは、売上高に応じ得意先に景品引換券を交付し、その引換券の一定枚数又は点数に応じて物品と引き換えることとしているものであるため、その物品が事業用資産以外のものである場合には、その引き換えられた物品の交付に要した費用は交際費等に該当することになります。
ただし，次に掲げる要件のすべてに該当するものであるときは，その景品を用意する費用は交際費等に該当しないものとすることができます。
1) その景品の種類及び金額が製造業者又は卸売業者で確認できるものであること。
2) その購入価額が少額（おおむね3,000円以下）であること。
（4） 販売奨励金等と交際費との区分

販売奨励金等が交際費等に該当するかどうかについては、法人が、販売促進の目的で特定の地域の得意先である事業者に対して販売奨励金等として金銭又は事業用資産を交付する場合のその費用は、交際費等に該当しないものとされます。
これらは、得意先である事業者において収益に計上されるものでもあり、販売促進を目的とする点、単なる贈答の類とはその趣きを異にするため、交際費等としては取り扱いません。
（5） 情報提供料等と交際費の区分
法人が取引に関する情報の提供又は取引の媒介、代理、あっせん等の役務の提供（以下「情報提供等」といいます）を行うことを業としていない者（その取引に係る相手方の従業員等を除く）に対して、情報提供等の対価として金品を交付した場合であっても、その金品の交付につき、たとえば次の要件のすべてを満たしている等、その金品の交付が正当な対価の支払いであると認められるときは、その交付に要した費用は交際費等に該当しません。
1) その金品の交付があらかじめ締結された契約に基づくものであること。
2) 提供を受ける役務の内容がその契約において具体的に明らかにされており，かつ，これに基づいて実際に役務の提供を受けていること。
3) その交付した金品の価額がその提供を受けた役務の内容に照らし相当と認められること。
この場合の「契約」の形式については、必ずしも契約書の形で作成されたものであることを要しません。たとえば、あらかじめ条件を掲示するとか、広告をする等の方法により非事業者からの情報提供や取引のあっせんを募るものについても、「契約」に基づくものとして認められます。
（6） 広告宣伝費と交際費との区分
「不特定多数の者に対する宣伝的効果を意図するもの」は広告宣伝費の性質を有するものとし、次のようなものは交際費等に含まれません。
1) 製造業者又は卸売業者が、抽せんにより、一般消費者に対し金品を交付するために要する費用、または一般消費者を旅行、観劇等に招待するために要する費用
2) 製造業者又は卸売業者が、金品引換券付販売に伴い、一般消費者に対し金品を交付するために要する費用
3) 製造業者又は販売業者が、一定の商品等を購入する一般消費者を旅行、観劇等に招待することをあらかじめ広告宣伝し、その購入した者を旅行、観劇等に招待する場合のその招待のために要する費用
4) 小売業者が、商品の購入をした一般消費者に対し、景品を交付するために要する費用
5) 一般の工場見学者等に製品の試飲、試食をさせる費用（これらの者に対する通常の茶菓等の接待に要する費用を含む）
6) 得意先等に対する見本品、試用品の供与に通常要する費用
7) 製造業者又は販売業者が、自己の製品又はその取扱商品に関して、これらの者の依頼に基づいて、継続的に試用を行った一般消費者又は消費動向調査に協力した一般消費者に対してその謝礼としての金品を交付するために通常要する費用
このように、広告宣伝費と交際費等との区分は、ある支出が不特定多数の者に対する宣伝的効果を意図するかどうかを判断の基準としますが、この場合の不特定多数の者は、一般的には一般消費者を想定しています。そこで、医薬品の製造業者（販売業者を含む）における医師又は病院、化粧品の製造業者における美容業者又は理容業者、建築材料の製造業者における大工、左官等の建築業者、飼料、肥料等の農業用資材の製造業者における農家、機械又は工具の製造業者における鉄工業者等は、その購入した酒類や薬剤を一般消費者に対しさらに転売する立場にあるため、不特定多数の者には該当せず、交際費等に該当します。
（7） 福利厚生費と交際費との区分
社内の行事に際して支出される金額等で次のようなものは、交際費等に含まれません。
1) 創立記念日、国民祝日、新社屋落成式等に際し従業員等におおむね一律に社内において供与される通常の飲食に要する費用
2) 従業員等（従業員等であった者を含む。）又はその親族等の慶弔、禍福に際し一定の基準に従って支給される金品に要する費用
なお、創立記念日等における得意先等を招待して行う宴会費等は交際費等に含まれますが（措通61の４（１）―15（１））、その際従業員等を併せて参加させても、その費用はすべて交際費等となります。
（8） 災害見舞金等と交際費との区分

以下に示すものは災害見舞金としての性質を有するため、交際費から除外されます。
1) 災害の場合の取引先に対する売掛金等の免除等
2) 取引先に対する災害見舞金等
3) 自社製品等の不特定多数の被災者に対する提供
4) 協同組合等が支出する災害見舞金等
（9） 給与と交際費の区分
従業員等に対して支給する次のようなものは、給与の性質を有するものとして交際費等に含まれません。
1) 常時支給される昼食等の費用
2) 自社の製品、商品等を原価以下で従業員等に販売した場合の原価に達するまでの費用
3) 機密費、接待費、交際費、旅費等の名義で支給したもののうち、その法人の業務のために使用したことが明らかでないもの
（10） 特約店等のセールスマン等のために支出する費用
製造業者又は卸売業者が自己又はその特約店等に専属するセールスマン（その報酬につき所得税法第204条の規定の適用を受ける者に限る）のために支出する次の費用は、交際費等に該当しません。
1) セールスマンに対し、その取扱数量又は取扱金額に応じてあらかじめ定められているところにより交付する金品の費用
2) セールスマンの慰安のために行われる運動会、演芸会、旅行等のために通常要する費用
3) セールスマン又はその親族等の慶弔、禍福に際し一定の基準に従って交付する金品の費用
上記イ）については、たとえ物品であっても所得税法第204条の規定により所得税の源泉徴収を行う一方、交際費等とはしない旨を明らかにしています。また専属セールスマンは基本的にはサラリーマン並みの者として扱うこととし、その福利厚生費等の負担につき交際費等以外の費用として認めることとしています。
また次に、製造業者又は卸売業者が専ら自己の製品等を取り扱う特約店等の従業員等に対して交付する同様の金品の費用についても、同じく交際費等とはしません。
（11） 販売直接費と交際費との区分
得意先等において収益に計上されるものではないものの、販売のために直接要する下記のような費用は、交際費等とは取り扱いません。
1) 不動産販売業を営む法人が、土地の販売に当たり一般の顧客を現地に案内する場合の交通費又は食事もしくは宿泊のために通常要する費用
2) 旅行あっ旋業を営む法人が団体旅行のあっ旋をするに当たって、旅行先の決定等の必要上その団体の責任者等特定の者を事前にその旅行予定地に案内する場合の交通費又は食事もしくは宿泊のために通常要する費用（旅行先の旅館業者等がこれらの費用を負担した場合におけるその負担した金額を含みます）
3) 新製品、季節商品等の展示会等に得意先等を招待する場合の交通費又は食事もしくは宿泊のために通常要する費用
4) 自社製品又は取扱商品に関する商品知識の普及等のため、得意先等にその製品又は商品の製造工場等を見学させる場合の交通費又は食事もしくは宿泊のために通常要する費用
これらの食事、宿泊費は、これらのために通常要する費用に限られるから、その際併せて行う宴会等の費用があれば、その費用は交際費等とされます。
（12） 業務委託費と交際費との区分

次のような費用は、業務の委託のために要する費用と考えられるので、交際費等には該当しません（措通61の４（１）―18）。
1) 法人の工場内、工事現場等において、下請企業の従業員等がその業務の遂行に関連して災害を受けたことに伴って、その災害を受けた下請企業の従業員等に対して自己の従業員等に準じて，見舞金品を支出するために要した費用の額
2) 法人の工場内、工事現場等において、無事故等の記録が達成されたことに伴って、その工場内、工事現場等において経常的に業務に従事している下請企業の従業員等に対して、自己の従業員等とおおむね同一基準によって表彰金品を支給するために要した費用の額
3) 法人が自己の業務の特定部分を継続的に請け負っている企業の従業員等で専属的にその業務に従事している者、たとえば、検針員、集金員等の慰安のために行われる運動会、演芸会、旅行等の開催のために通常要する費用を負担する場合のその負担額
4) 法人が自己の従業員等と同等の事情にある専属下請先の従業員等又はその親族等の慶弔、禍福に際し一定の基準に従って支給する金品の費用
（13） 商習慣として交付する模型のための費用
建物、プラント、船舶等の建設請負等をした建設業者又は製造業者等が、その発注者に対して、商慣習としてその建設請負等の目的物の模型を交付するために通常要する費用は、交際費等には該当しません。

ここからは、交際費の処理の中でも特に判断に迷いやすいポイントを具体的に解説していきます。
（1）期末時点で未払の交際費
期末に開催した取引先との食事会の費用を法人契約のクレジットカード払いで決済した場合、利用代金の引き落としは翌期になりますが、いつの事業年度の支出交際費等となるでしょうか。
これについては、法人が仮払金や未払金の経理をしているかいないかを問わず、実際にこれらの接待行為があった事業年度における交際費の限度額計算に含めます（租税特別措置法関係通達６１の４（１）－２４（２））。
（３）渡切交際費
出張前に旅費を仮払いし、出張後にその金額を精算しないで済ませてしまうケースがあります。こうした支出は「渡切交際費」と呼ばれますが、実際には役員給与としてみなされます。役員給与については定期同額給与であることが損金算入の要件とされていますが、この渡切交際費は定期同額給与に該当しないため、損金不算入です。
役員給与とすべき支出項目を交際費として処理していると、後日の税務調査で損金算入が否認され源泉徴収も追徴課税されます。交際費隣接費用の中でも、役員給与とされるものには特に注意が必要です。
（４）交際費と会議費
飲食代の領収証が経理に上がってきたら、例えば「一律３千円以下の飲食代金のものは会議費」というように、金額基準で交際費と会議費を区分けしている企業も見受けられます。
しかし、金額基準で両科目を分けることは、少なくとも税務上は根拠がありません。あくまで会議目的の支出か、接待目的の支出かで判断をするべきでしょう。結果、純粋な会議目的の飲食代ならば、一人あたり5,000円を超える会議費ということもあり得ます。一方、一人あたり3,000円以下の交際費ということもあり得ます。ただ、帳簿記載要件を満たせば、こうした飲食費は社外飲食費として交際費の計算からは除かれます。
（５）顧客紹介謝礼金
顧客を紹介してくれました人に「紹介謝礼金」を支払うことは珍しくありません。
これについては、①紹介を本業としない者に対して、②あらかじめ契約や条件が付された規約などに基づかない紹介謝礼金を支払った場合――には、交際費とされます。従って、紹介謝礼金に関する社内規定を完備し、事業関係者に予め呈示をした上で支払うといった実務対応が求められます。
（６）ゴルフ帰りの高速料金が交際費等？
取引先社長を伴ったゴルフプレーの代金は交際費に該当しますが、ゴルフ場までの往復の高速料金は旅費交通費として処理できるでしょうか。
この場合の高速料金は「接待に類する行為のための支出」として、交際費に該当します。ＥＴＣ（有料道路自動料金収受システム）利用明細は税務調査のターゲットにされやすいので注意が必要です。
（７）商品券の購入
期末に商品券をまとめて購入した場合、経理処理、税務処理には注意が必要です。
商品券の未使用分を棚卸し、貯蔵品等の勘定科目に振り替える決算仕訳を忘れずに行います。また、翌期には商品券の配布用途に従って、交際費、給与といった税務処理を行います。同じ商品券でも「百貨店商品券」と「ビール券」とでは税務処理が異なります。後日の検証作業のためにも、商品券の管理ノートをつけておくことは必須です。
（８）接待の相手を明かさない場合の取扱い
諸事情により接待の相手方を明らかにしたくないため、帳簿にも相手方の名称等の記載をしていない場合には、「費途不明交際費等」として全額が損金不算入となります（法人税基本通達９－７－２０）。
費途不明交際費等とされた支出は、交際費の損金算入限度額計算の対象にもならず、別途、損金不算入として申告調整をします。もっとも、金銭や金銭以外の資産の引き渡しではなく、食事接待に金銭が消費されている事実があるので、使途秘匿金の課税（支出した使途秘匿金の４０％相当額を法人税に加算して課税するというもの）までは行われません。
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交際費課税の概要
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会社の行き過ぎた交際費支出を抑制して企業の資本蓄積を図る。


交際費をたくさん使える企業が、それにものを言わせて公正な取引を阻害することを防止する。


行き過ぎた交際費支出が商品やサービスに転嫁されることを防止する。





平成２５年４月１日から平成２８年３月３１日までに開始する事業年度





定額控除限度額　＝　Ａ　×　





Ａ：800万円とその事業年度における交際費等の額のいずれか小さい金額





その事業年度の月数





１２





飲食等のあった年月日


飲食等に参加した得意先の氏名等


飲食費の額、店の名称及び所在地


その他飲食費であることを明らかにするために必要な事項





「支出の相手方」が事業に関係ある者であること。


「支出の目的」が事業関係者との間の親睦の度を密にして取引関係の円滑な遂行を図るものであること。


「行為の態様」が接待、供応、慰安、贈答その他これらに類する行為であること。





交際費に該当する費用、しない費用
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もっぱら従業員の慰安のために行われる運動会、演芸会、旅行等のために通常要する費用（措法61の４③Ⅰ）








カレンダー・手帳・扇子・うちわ・手ぬぐいその他これに類する物品を贈与するために通常要する費用（措法61の４③Ⅲ，措令37の５②Ⅰ）








会議に関連して、茶菓・弁当その他これらに類する飲食物を供与するために通常要する費用（措法61の４③Ⅲ，措令37の５②Ⅱ）














新聞・雑誌等の出版物又は放送番組を編集するために行われる座談会その他記事の収集のために、または放送のための取材のために通常要する費用（措法61の４③Ⅲ，措令37の５②Ⅲ）

















飲食その他これらに類する行為（飲食等）のために要する費用（専らその法人の役員，従業員又はこれらの親族に対する接待等のために支出するものを除く。）で、１人当たり5,000円以下の費用（措法61の４③Ⅱ）





会社の「何周年記念」や「社屋新築記念」における宴会費、交通費及び記念品代並びに新船建造又は土木建築等における進水式、起工式、落成式等における宴会費、交通費及び記念品代（得意先等を招待しないで、役員・従業員だけで内輪の会を催すなど、福利厚生費となるものを除く。）





下請工場、特約店、代理店等となるため、又はするための運動費等の費用





得意先、仕入先等社外の者の慶弔、禍福に際し支出する金品等の費用





得意先、仕入先その他事業に関係のある者（製造業者又は卸売業者と直接関係のないその製造業者の製品又はその卸売業者の扱う商品を取り扱う販売業者を含む。）等を旅行、観劇等に招待する費用





製造業者又は卸売業者がその製品又は商品の卸売業者に対し、その卸売業者が小売業者等を旅行、観劇等に招待する費用の全部又は一部を負担した場合のその負担額





いわゆる総会対策等のために支出する費用で、総会屋等に対して会費、賛助金、寄附金、広告料、購読料等の名目で支出する金品に係るもの





建設業者等が高層ビル、マンション等の建設に当り、周辺の住民の同意を得るために、その住民又はその関係者を旅行、観劇等に招待し、またはこれらの者に酒食を提供した場合におけるこれらの行為のために要した費用





スーパーマーケット業、百貨店業等を営む法人が既存の商店街等に進出するにあたり、周辺の商店等の同意を得るために支出する運動費等（営業補償等の名目で支出するものを含む。）の費用





得意先、仕入先等の従業員等に対して取引の謝礼等として支出する金品の費用





建設業者等が工事の入札等に際して支出する、いわゆる談合金その他これらに要する費用





得意先、仕入先等社外の者に対する接待、きょう応に要した費用で、①から⑩までに掲げたもの以外のもの





交際費隣接費用との区分
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実務で誤りやすい交際費処理のポイント
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〒105-7110　東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンタービル10階


TEL：03-3569-0968　FAX：03-6215-9218


e-mail：info@bmc-net.jp


http://www.bmc-net.jp/index.shtml








